
中央公民館　耐久性調査の報告

昭和 51 年（1976 年）竣工、築 48 年経過
令和 6 年（2024 年）4 月に調査を実施

マイク　（1式） 1,000円 カセットデッキ　（1台）

(1) 町及び教育委員会が主催又は町民が社会教育活動のために

3,000円
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（臨時に休館する場合もあります）
使用の申込み
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　  に使用許可申請書を提出してください。
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１２月２９日～翌年１月３日まで

(2) 主催者が町民以外の場合及び入場料・会費等を徴収する場合
 　 の使用料は倍額となります。

　  使用する場合は無料とします。

(1) 使用許可申請書を使用する日の３ヶ月前から７日前までに

(2) 電話等による仮予約をした場合、その日から３日以内

［使用料一覧表］

　  中央公民館に提出して許可を受けてください。
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冷暖房使用
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開　館　時　間
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使 用 上 の 注 意
(1) 公民館の使用を終了したときは直ちに清掃し、
　 使用した施設･備品等をもとの状態に戻してください。
(2) 館内での飲食は原則として認めません。
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【所在地】
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耐久性調査の結果

● 既存の躯体の状況は全体的に良好

● 適切な更新・修繕を行うことで
　 新築庁舎と同様の耐用年数での運用が可能



■中性化対策の方針について 

 
1. 中性化現象について 

・中性化のメカニズム 
空気中の炭酸ガスと反応し、コンクリート表面のアルカリ性が失われていき鉄筋まで到達した後、表面の

不働態被膜(強アルカリ性の被膜)のアルカリ性が失われた状態で⽔分の提供を受けることで鉄筋の腐⾷が
発⽣します。 

 

図.コンクリート中性化による鉄筋腐⾷の発⽣過程略図 
また、この様な現象が発⽣するにあたっては、下記①、②の相反する相関があり、結果として、両者のバ

ランスが取れる湿度 40〜60%程度で最も進⾏が速くなる傾向にあります。 
①要因となる二酸化炭素の侵入は、含⽔⽐が低く⽔分が少ない乾燥したコンクリートほど早い 
②炭酸ガスとの反応自体には⽔分が必要なため、含⽔⽐が高く⽔分が多いコンクリートほど早い 

 
・屋内外の中性化速度と鉄筋発錆リスク 

⼀般的に、高湿度または乾燥状態では中性化が進⾏しにくい傾向にあるため、⾬掛り部など屋外では
進⾏速度が遅く、二酸化炭素濃度の高い屋内では進⾏速度が速くなります。また、打ち放し仕上げの場
合進⾏速度が最も早く、各種仕上げの違いが進⾏速度に大きな影響を及ぼします。 

 

図.中性化速度係数算出結果⼀覧(国総研プロジェクト研究報告より抜粋) 
⼀方で、中性化後の鉄筋発錆の観点では、⽔分の侵入リスクは⾬掛りとなる屋外ほど高く、屋内ほど低

い傾向にあるため、屋内では鉄筋かぶり厚さ+20mm を中性化深さ限度とすることが⼀般的です。 

・安全性、耐久性に与える影響 
中性化が構造体に与える影響としては、鉄筋腐⾷に伴う鉄筋の強度低下、コンクリート面の⻲裂・破⽚

落下等のリスクがあげられます。前者については、徐々に断面⽋損が進⾏するため直ちに耐震性が不⾜す
る状況となるわけではありませんが、後者の程度まで進⾏する事は避ける必要があります。 

 
2. 既存調査結果の概要 

既存現地調査報告書(平成 7 年、令和 3 年)では、今回計画において残置となる柱位置での調査結果
が少なく壁での調査結果が大部分占めています。また、令和 3 年の調査では、全て壁での調査結果となって
いますが、調査位置による中性化深さにかなりばらつきがある結果となっています。 

⼀部で中性化深さ限度を超えている可能性のある測定値となっていますが、鉄筋腐⾷に伴う⻲裂等は確
認されていない状況です。 
 
3. 追加調査方針 

鉄筋が腐⾷している場合は、膨張によりコンクリートに⻲裂が入るため、網羅的なひび割れ調査の実施に
より、目視にて鉄筋発錆箇所の有無を確認します。 

加えて、減築改修後の建築計画や暴露環境を踏まえて追加で中性化深さ試験を⾏う事により、プール
等⼀般居室と⽐較して不利な環境と考えられる箇所や、屋内⇒屋外となる箇所を中⼼に平面的に分散
させた位置での中性化状況を把握する方針とします。また、既存調査済み箇所でも実施し、既存調査時
からの進⾏状況を確認します。試験体採取においては、躯体を傷めないドリル法や 25mm 程度の⼩径コ
アを適宜併用することとしています。 

なお、地下階については耐震診断の対象外であり、高湿度環境となりやすく中性化が進⾏しづらいもの
と考えられますが、継続利用のための状況把握が必要と考えられるため、追加で中性化深さ試験を実施し
ます。 

 
4. 中性化対策の方針 

中性化対策の補修工法としては、下表の様な工法が候補としてあげられます。 
 

 
追加で実施した中性化深さ試験により、特に地下階で中性化深さが鉄筋かぶり厚に到達している可能

性が高く、局部的に鉄筋発錆による剥離⽣じていることが確認されました。また、地上柱においても中性化
が鉄筋まで到達している傾向が⾒られたため、原則全てのコンクリート面に対して実績・事例も多数あり、コ
スト的にも優位な「①表面被覆・含浸工法」を採用する方針とします。 

番号 補修工法 期待する効果 工法概要
コスト比

(事例より想定)

①
表面被覆工法
表面含浸工法

中性化の進⾏を抑制
中性化の要因となる二酸化炭素等の侵入を抑制・
遮断

1.0

② 電気防⾷工法 鋼材の腐⾷進⾏を抑制
コンクリート中の内部鉄筋に対して、共用期間中
に微弱な電流を流し続け腐⾷の進⾏を抑制

10.0

③ 断面修復工法 中性化深さを0に戻す
中性化したコンクリートを鉄筋裏側まではつり、
ポリマーセメントモルタル等により補修

20.0

④ 再アルカリ化工法 中性化深さを0に戻す
電気化学的にアルカリ溶液をコンクリート表面か
ら鉄筋周辺まで浸透させる工法

5.0
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２.　中性化対策の方針検討

コンクリート
鉄筋

中性化の進行具合の計測

試験体の採取

添付資料:記録写真 
コア-31 

 

 

 

 

 

コンクリート圧縮強度試験・

中性化深さ測定 

 

K-W-11 

 

コア採取位置 

コア-32 

 

 

 

 

 

コンクリート圧縮強度試験・

中性化深さ測定 

 

K-W-11 

 

コア採取後 

コア-33 

 

 

 

 

 

コンクリート圧縮強度試験・

中性化深さ測定 

 

K-W-11 

 

復旧後 

耐久性調査の主な内容と目的

中性化の進行具合を調査
・外壁・梁 12 か所試験体採取  
  （＋柱 4 か所のはつり）
・試験溶剤を用いて試験体の
  中性化の進行深さを計測
　　　　　  ▼
結果を基に耐用年数を算定
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 図 1.1 調査位置図 

調査位置：東面、西面、南面、北面 各コア 3本・はつり 1箇所：計 コア 12本・はつり 4箇所 

※ K-N-1,K-N-3,については、現地調査にて位置変更を実施いたしました。 

 

１階平面図 

K-S-9 K-S-8 K-S-7 

K-E-4 

K-N-1 K-N-1H 

K-E-2H 

K-S-3H 

K-W-4H 

K-W-10 

K-N-2 K-N-3 

K-W-11 

K-E-6 

K-E-5 

凡例 

  ：コア採取位置を示す 

  ：はつり調査位置を示す 

調査位置（１階）試験体 11 か所（赤）
はつり   4 か所（緑）
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2階平面図 

図 1.2 調査位置図 

K-W-12 

凡例 

  ：コア採取位置を示す 

調査位置（２階）試験体 1 か所（赤）
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２.　中性化対策の方針検討

コンクリート コンクリート

膨張

コンクリート
鉄筋 鉄筋 鉄筋

中性化 中性化 コンクリートの剥離

中性化とは

水分等により
鉄筋が腐食し
強度が低下

鉄筋まで
中性化が

到達

人的・物的
災害の恐れ
が生じる



耐用年数の算定方法
【耐用年数の算定式の設定】
コンクリート仕上無しの状態で、
今後定期的な修繕等を実施しないと仮定

【基準】
目標とする耐用年数を 65 年※と設定
※鉄筋コンクリート造の新築建物の「標準」相当
※大規模な補修が不要な予定期間



耐用年数の算定結果

建物全体平均では、今から
補修をしなくても「65 年」を上回る結果

部位別では、西面のみ今から
補修をしない場合、「65 年」を下回る結果

耐用年数の算定方法



考察

西面についても
防水性能の高い
塗装仕上等の適切な
更新・修繕をすることで
鉄筋の腐食を抑制し
耐用年数 65 年まで
強度を確保可能



考察

ダメージの大きい
西側外部階段は適切に
補修する必要あり



屋根の鉄骨補強：
他の場所でも同様に
適切な補強が必要

考察



結論

● 適切な更新・修繕を行うことで、
　 公民館は改修であっても
　 新築庁舎と同等の耐用年数として
　 運用することが可能

● 新築庁舎と公民館（改修）は
　 大規模修繕や建て替え時期を揃えた
　 合理的な修繕計画が可能


